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（総則）

第１条　令和７年度松原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 人

（２） ｍ３

（３）

千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

第１項　　 千円

第２項　　 千円

議案第６号

令和７年度　松 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

汚 水 整 備 人 口 114,426

年 間 有 収 水 量 9,982,000

主 要 な 建 設 改 良 事 業

建 設 改 良 費 783,483

収　　　　　　　　　　　　　　　入

　　第１款　下　水　道　事　業　収　益 3,577,900

営 業 収 益 2,657,528

営 業 外 収 益 920,372
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千円

第１項　　 千円

第２項　　 千円

第３項　　 千円

第４項　　 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　１，５９５，１００千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８２，３９５千円、過年度分損益勘定

　留保資金１７４，０１３千円及び当年度分損益勘定留保資金１，３３８，６９２千円で補てんするものとする。)。

千円

第１項　　 千円

第２項　　 千円

第３項　　 千円

第４項　　 千円

支　　　　　　　　　　　　　　　出

　　第１款　下　水　道　事　業　費　用 3,708,500

営 業 費 用 3,266,903

営 業 外 費 用 436,397

特 別 損 失 200

予 備 費 5,000

収　　　　　　　　　　　　　　　入

　　第１款　資 　本 　的 　収 　入 2,546,400

企 業 債 1,934,800

他 会 計 出 資 金 339,102

国 庫 補 助 金 213,300

負 担 金 59,198
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千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項　　 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

支　　　　　　　　　　　　　　　出

　　第１款　資　 本 　的 　支 　出 4,141,500

建 設 改 良 費 1,088,601

企 業 債 償 還 金 3,047,897

基 金 繰 入 支 出 2

予 備 費 5,000

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　度　　　　　額

起 債 の 目 的 限　　度　　額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

松原市水洗便所改造資金あっ旋融資
に伴う金融機関に対する債務の損失
補償

借入実行日から
返済日まで

松原市水洗便所改造資金あっ旋融資として、金融機関が1件60万円を
限度として当該貸付を行ったことにより損失を生じた場合、損失補償
契約に定める範囲内でその損失を補償する。

令和7年度公共下水道管渠築造工事
（第17工区）

令和７年度
～令和８年度 150,700千円

下水道事業 1,934,800
普通貸借
又は

証券発行

　　　　  年10％以内
(ただし、利率見直し方式で借入
れる政府資金、地方公共団体金融
機構資金、ゆうちょ銀行資金及び
かんぽ生命保険資金、その他金融
機関について利率の見直しを行っ
た後においては、当該見直し後の
利率)

40年以内(内据置5年以内)年賦又は
半年賦の元金均等又は元利均等償
還とする。ただし財政の状況によ
り償還年限を短縮し、繰上償還を
し、又は借換えることができる。

千円
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、3,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用

（２）営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

　その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 千円82,174

令和 ７年 ２ 月 ２６ 日  提出

　　　　松 原 市 長　　澤　井　宏　文
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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予定額（千円） 備 考

１．下水道事業収益 3,577,900

１．営 業 収 益 2,657,528

１．下 水 道 使 用 料 1,754,239 下水道使用料

２．雨水処理負担金 903,064 雨水処理に係る一般会計からの負担金

３．その他営業収益 225 指定業者登録手数料

２．営 業 外 収 益 920,372

１．受 取 利 息 48 預金利息等

２.他 会 計 補 助 金 82,834 一般会計からの補助金

３.国 庫 補 助 金 35,100 社会資本整備総合交付金

４.長期前受金戻入 802,208 繰延収益の償却

５．雑 収 益 182 研修に係る助成金等

令和７年度　松原市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　 　　入

款 項 目
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予定額（千円） 備 考

１．下水道事業費用 3,708,500

１．営 業 費 用 3,266,903

１．管 渠 費 125,237 管渠の維持管理に要する費用

２．ポ ン プ 場 費 62,035 ポンプ場の維持管理に要する費用

３．普 及 指 導 費 19,878 水洗化普及促進、水質検査に要する費用

４．業 務 費 13,865 下水道使用料等徴収業務に要する費用

５．総 係 費 22,564 事業活動全般に関連する費用

６．
流 域 下 水 道
維持管理負担金 576,892 流域下水道維持管理負担金

７．減 価 償 却 費 2,427,187 償却資産の減価償却費用

８．資 産 減 耗 費 19,245 有形固定資産の除却費用

２．営 業 外 費 用 436,397

１．
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 364,997 企業債利息及び長期借入金利息等

支　　 　出

款 項 目
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予定額（千円） 備 考

２．
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 71,400

３．特 別 損 失 200

１．
過 年 度 損 益
修 正 損 200 下水道使用料等過年度減額分

４．予 備 費 5,000

１．予 備 費 5,000

款 項 目
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予定額（千円） 備 考

１．資 本 的 収 入 2,546,400

１．企 業 債 1,934,800

１．建 設 改 良 債 1,934,800 建設改良に充てるための企業債

２．他 会 計 出 資 金 339,102

１．他 会 計 出 資 金 339,102 建設改良に係る一般会計からの出資金

３．国 庫 補 助 金 213,300

１．国 庫 補 助 金 213,300 社会資本整備総合交付金

４.負 担 金 59,198

１．工 事 負 担 金 54,300 工事負担金

２．受 益 者 負 担 金 4,898 受益者負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　 　　入

款 項 目
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予定額（千円） 備 考

１．資 本 的 支 出 4,141,500

１．建 設 改 良 費 1,088,601

１．建 設 改 良 費 783,483 管渠等の整備に要する費用

２．
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 275,553 流域下水道建設負担金

３．
そ の 他
建 設 負 担 金 29,565 大阪市建設負担金

２．企 業 債 償 還 金 3,047,897

１．企 業 債 償 還 金 3,047,897 企業債の償還元金

３．基 金 繰 入 支 出 2

１．基 金 繰 入 支 出 2

４．予 備 費 5,000

１．予 備 費 5,000

支　   　出

款 項 目
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失（△） △ 170,811

減価償却費 2,427,187

資産減耗費 19,245

賞与引当金の増減額（△は減少） 198

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 42

長期前受金戻入額 △ 802,208

受取利息 △ 48

支払利息及び企業債取扱諸費 364,997

未収金の増減額（△は増加） △ 1,912

未払金の増減額（△は減少） 77,518

小計 1,914,208

利息の受取額 48

利息の支払額 △ 364,997

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,549,259

令和７年度松原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和7年4月1日～令和8年3月31日）
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Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出等 △ 632,482

無形固定資産の取得による支出等 △ 277,381

国庫補助金、負担金による収入等 246,745

基金繰入による支出 △ 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 663,120

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入 1,934,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,047,897

一般会計からの出資金による収入等 339,102

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 773,995

Ⅳ 資金増減額（△は減少） 112,144

Ⅴ 資金期首残高 254,090

Ⅵ 資金期末残高 366,234
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１．総　　括

職 員 数 法定福利費 合　 　計

一般職 (人)  報酬（千円）  給料（千円）  手当（千円）  計 （千円） （千円） （千円）

9

9

0

地 域 手 当 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時 間 外 勤 務 通 勤 手 当 住 居 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）  手 当  （千円） （千円） （千円）

本 年 度 4,512 1,272 8,939 7,517 6,817 734 1,308

前 年 度 4,236 798 8,125 6,877 6,070 348 972

比 較 276 474 814 640 747 386 336

管 理 職 手 当 特 殊 勤 務 管理職員特別 児 童 手 当

（千円）   手 当 （千円）  勤務手当(千円) （千円）

本 年 度 1,248 35 36 840

前 年 度 1,248 35 36 780

比 較 0 0 0 60

給　　与　　費　　明　　細　　書

給　与　費
区　 　　　分

14,398 82,174本年度 － 34,518 33,258 67,776

前年度 － 32,862 29,525 62,387 13,015 75,402

1,383 6,772

区　  分

区　　分

手 当 の
内 訳

比　較 － 1,656 3,733 5,389
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増減額（千円）

給与改定の状況

4.68%
令和6年4月1日

平均昇給率　1.51％

会計の異動に係る増減分

△ 1,155 千円 （その他） （計）
（０） （０） （０）
８人 １人 　 ９人
（０） （０） （０）
８人 １人 　 ９人
（０） （０） （０）
０人 ０人 ０人

採用、退職、会計の異動の状況等 R6.1.2～R7.1.1
採　用 　０人
退　職 　０人（０人）

会計の異動 （入） 　２人（０人）
（出） 　２人（０人）

期末手当 支給月数

814 千円   　　2.45月→2.5月
勤勉手当 支給月数

640 千円   　　2.05月→2.1月

その他の増減分 2,279 その他

2,279 千円

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分  増 減 事 由 別 内 訳（千円） 説 明 備 考

 給料の改定率　
 給与改定実施時期

職員数の異動状況
 （現に在職する職員数）

給与改定に伴う
増加分 1,614

昇給に伴う増加
分 1,197

本年度

前年度

増　減

制度改正に伴う
増加分

1,454

給 料 1,656

その他の増減分 △ 1,155

手当 3,733
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３．給料及び手当の状況

 （１）職員１人当たり給与

 （２）初任給

技能労務職

〔企業職(1)〕(円) 技能労務職(円)

（１８歳基準） （１８歳基準）

192,500 192,500

事 務 職 技 術 職

〔企 業 職 (1)〕 〔企 業 職 (1)〕

平均給料月額（円） 281,733 306,860

平均給与月額（円） 401,214 439,495

平 均 年 齢 （歳） 37 38

平均給料月額（円） 327,275 255,125

平均給与月額（円） 400,912 381,675

194,500 194,500 194,500

平 均 年 齢 （歳） 43 33

事務職 技術職 一　般　会　計　の　制　度

区 分

 令和7年1月1日現在

 令和6年1月1日現在

区 　　　分

大 学 卒 225,600 225,600 225,600 225,600

〔企業職(1)〕(円) 〔企業職(1)〕(円) 事務職（円） 技術職（円）

高 校 卒 194,500
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（３）級別職員数

事務職 技術職
級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

区分

1 33.3

1 33.4 1 20.0

1 33.3 2 40.0

1 20.0

1月1日現在 ５級 ５級

1 20.0

3 100.00 5 100.00

1 25.0 2 50.0

2 50.0 2 50.0
令和6年

３級 ３級

1月1日現在

４級 ４級

５級

1 25.0

５級

4 100.0 4 100.0

１級 １級

２級 ２級

（級別の基準となる職務の内容）
区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

計 計

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級令和7年

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

計 計

次長、副理事 部長、理事企 業 職
定型的な業務
を行う職

特に高度の知識又
は経験を必要とす
る業務を行う職

主任 係長、主査
課長補佐、

主幹
課長、参事

８ 級５ 級 ６ 級 ７ 級
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（４）昇給

合 計 事 務 職 技 術 職

9 4 5

　１号給　　（人）

　２号給　　（人） 1 1

　３号給　　（人）

　４号給　  （人） 8 4 4

100.0 100.0 100.0

9 5 4

　１号給　　（人）

　２号給　　（人） 1 1

　３号給　　（人） 1 1

　４号給　  （人） 7 3 4

100.0 100.0 100.0

区　　　　　　　　　　　　　　分

　昇給に係る職員数  （Ｂ）　  （人）

比　 　率　　（Ｂ）/（Ａ） (％)

　昇給に係る職員数  （Ｂ）　　（人）

比　 　率　　（Ｂ）/（Ａ）（％）

本

年

度

前

年

度

号給数別内訳

4 5

号給数別内訳

職 員 数 （Ａ）　　（人） 9 5 4

職 員 数 （Ａ） 　 （人） 9
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全　職　種

0.0

(６）期末手当・勤勉手当

6月(月分) 12月(月分)

(1.2) (1.2)

2.3 2.3

(1.175) (1.175)

2.25 2.25

(1.2) (1.2)

2.3 2.3

（５）特殊勤務手当

区　　　　　　　　　分 事　務　職 技　術　職 技　能　労　務　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ） 0.0 0.0 0.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

　職 制 上 の 段 階、職 務 の

（月分） 　級 等 に よ る 加 算 措 置

（令和７年１月１日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称   非常災害等現場作業手当

100.0 100.0 100.0 100.0

国　の　制　度 有

区　　　　　分 備考

本　　年　　度 有

前　　年　　度 有

4.6

(2.4)

4.6

(2.35)

4.5

(2.4)

支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計

- 21 -



(７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

(月分） (月分） (月分）

(８）その他の手当

25年勤続の者 そ の 他 の

(月分） 加 算 措 置 等

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

（ 支 給 率 等 ）

地 域 手 当 同 じ

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

区　　　分 備　 　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定 年 前 早 期 退 職
　特 例 措 置
　(2％～30％加算)

国 の 制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
  定 年 前 早 期 退 職
  特 例 措 置
  (3％～45％加算)
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期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 営 業 収 益 等

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事     項 限   度   額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （見 込） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

限度額と同じ 全　　額

松原市水洗便所改造資
金あっ旋融資に伴う金
融機関に対する債務の
損失補償

1件60万円を限度とし
て損失補償契約に定め
る範囲内

－ －
借入実行日から
返済日まで
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期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国庫補助金、企業債

左 の 財 源 内 訳

150,700 150,700

事     項 限   度   額

令和7年度公共下水道
管渠築造工事（第17工
区）

150,700 － －
令和７年度
～令和８年度

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （見 込） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

千円 千円 千円 千円
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千円 千円 千円

１．

（１）下 水 道 使 用 料 1,590,076

（２）雨 水 処 理 負 担 金 905,127

（３）そ の 他 営 業 収 益 250 2,495,453
                                    

２．

（１）管 渠 費 70,092

（２）ポ ン プ 場 費 98,280

（３）普 及 指 導 費 21,855

（４）業 務 費 12,498

（５）総 係 費 20,162

（６）流 域 下 水 道

維 持 管 理 負 担 金

（７）減 価 償 却 費 2,427,863

（８）資 産 減 耗 費 17,816 3,156,266

営 業 損 失 660,813

３．

（１）受 取 利 息 3

（２）他 会 計 補 助 金 96,429

令和６年度 松原市下水道事業会計予定損益計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

営　 　業　　 収　　 益

営　 　業　　 費　　 用

487,700

営　 業 　外　 収 　益
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千円 千円 千円

（３）国 庫 補 助 金 40,200

（４）長 期 前 受 金 戻 入 807,817

（５）雑 収 益 191 944,640
                                

４．

（１）支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

（２）雑 支 出 21,276 404,225 540,415
                                                         

経 常 損 失 120,398

５．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 191 191 191

当 年 度 純 損 失 120,589

前 年 度 繰 越 欠 損 金 442,642

　当年度未処理欠損金                                                                      当 年 度 未 処 理 欠 損 金 563,231

                                                         

特 　　別 　　損 　　失

382,949

営 　業　 外　 費 　用
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千円 千円 千円 千円

１．

（１）

イ 410,110

ロ 137,497

△ 34,194 103,303

ハ 60,609,348

△ 11,794,288 48,815,060

ニ 803,896

△ 298,559 505,337

ホ 290

△ 276 14

ヘ 38,182

（２）

イ 6,949,345

6,949,345

                                 

令和６年度 松原市下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和 7 年 3 月 31 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計 49,872,006

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

（３）

イ 872
                                 

872
                                 

56,822,223
                                                            

２．

（１） 254,090

（２） 297,344

△ 8,261 289,083

543,173
                                                    

57,365,396

     
３．

（１）

イ

27,075,105

27,075,105

投 資 そ の 他 資 産

基 金

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
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千円 千円 千円 千円

（２）

イ

2,300,000

2,300,000

29,375,105

４．

（１）

イ

3,047,897

3,047,897

（２） 350,990

（３） 6,490

（４）

イ 5,113

ロ 979

6,092

3,411,469

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計
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千円 千円 千円 千円

５．

（１） 24,539,560

△ 4,809,965

19,729,595

52,516,169

６． 5,269,643

７．

（１）

イ 135,435

ロ 7,380

142,815

（２）

イ 563,231

△ 563,231
                               

△ 420,416

4,849,227

57,365,396
                                                            

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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令和６年度　会計書類に関する注記
Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ６～５０年

工具器具及び備品 １５～２０年

（２）無形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

施設利用権 ４５～５０年

２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担

に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

３．重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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４．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．セグメント情報

報告セグメントが単一のため、記載を省略している。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内　　　　１，７１６千円

１年超　 ２，４１８千円

４，１３４千円

Ⅳ．その他

１．賞与引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当の支給に充てるため、賞与引当金５，０７３千円を取り崩すこととする。

２．法定福利費引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に充てるため、法定福利費引当金１，００２千円を取り崩

すこととする。

計
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千円 千円 千円 千円

１．

（１）

イ 410,110

ロ 137,497

△ 39,769 97,728

ハ 61,339,152

△ 13,762,281 47,576,871

ニ 803,896

△ 331,818 472,078

ホ 290

△ 276 14

（２）

イ 6,806,368

6,806,368

令和７年度 松原市下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和 8 年 3 月 31 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計 48,556,801

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

（３）

イ 874
                                 

874
                                 

55,364,043
                                                            

２．

（１） 366,234

（２） 300,236

△ 8,261 291,975

658,209
                                                    

56,022,252

     
３．

（１）

イ

26,168,378

26,168,378

投 資 そ の 他 資 産

基 金

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
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千円 千円 千円 千円

（２）

イ

2,300,000

2,300,000

28,468,378

４．

（１）

イ

2,841,527

2,841,527

（２） 506,665

（３） 6,490

（４）

イ 5,499

ロ 1,061

6,560

3,361,242

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計
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千円 千円 千円 千円

５．

（１） 24,787,286

△ 5,612,172

19,175,114

51,004,734

６． 5,608,745

７．

（１）

イ 135,435

ロ 7,380

142,815

（２）

イ 734,042

△ 734,042
                               

△ 591,227

5,017,518

56,022,252

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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令和７年度　会計書類に関する注記
Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ６～５０年

工具器具及び備品 １５～２０年

（２）無形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

施設利用権 ４５～５０年

２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担

に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

３．重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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４．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．セグメント情報

報告セグメントが単一のため、記載を省略している。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内　　　　 ８３６千円

１年超　 １，５８２千円

２，４１８千円

Ⅳ．その他

１．賞与引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当の支給に充てるため、賞与引当金５，１１３千円を取り崩すこととする。

２．法定福利費引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に充てるため、法定福利費引当金９７９千円を取り崩

すこととする。

計
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予 算 参 考 資 料
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額 (千円) 説 明 （千円）

１．

下 水 道 事 業 3,577,900

収 益 １．

営 業 収 益 2,657,528

１． １．

下水道使用料 1,754,239 下 水 道 使 用 料 1,754,239 下水道使用料

２． １．

雨 水 処 理 903,064 雨 水 処 理 903,064 雨水処理負担金

負 担 金 負 担 金

３． １．

そ の 他 225 手 数 料 225 指定業者登録手数料

営 業 収 益

２．

営 業 外 収 益 920,372

１． １．

受 取 利 息 48 預 金 利 息 46 預金利息

２．

基 金 利 息 2 基金運用収入

２． １．

他会計補助金 82,834 他 会 計 補 助 金 82,834 一般会計補助金

令和７年度　松原市下水道事業会計予算説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　入
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額 (千円) 説 明 （千円）

３． １．

国 庫 補 助 金 35,100 国 庫 補 助 金 35,100 社会資本整備総合交付金

４． １．

長 期 前 受 金 802,208 長 期 前 受 金 802,208 繰延収益の償却

戻 入 戻 入

５． １．

雑 収 益 182 そ の 他 雑 収 益 182 行政財産使用料

研修に係る助成金
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１．

下 水 道 事 業 3,708,500

費 用 １．

営 業 費 用 3,266,903

１． １．

管 渠 費 125,237 給 料 5,115 給料　　　　

２．

手 当 等 3,412 720

扶養手当 120

957

805

84

708

管理職員特別勤務手当 18

３．

賞 与 引 当 金 858 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 1,889 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 174 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

支　　　　　出

　　　　説　　 　　　　明　　　　

地域手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

管理職手当
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

６．

旅 費 5 普通旅費

７．

備 消 品 費 236

８．

材 料 費 1,860 管渠管理用原材料等

９．

光 熱 水 費 1,756

１０．

修 繕 料 10,510

１１．

通 信 運 搬 費 346 電話料金等

１２．

委 託 料 97,350

１３．

賃 借 料 1,726

２． １．

ポ ン プ 場 費 62,035 給 料 4,137 給料　　　　

　　　　説　　 　　　　明　　　　

消耗品一般

電気料金

公共下水道管渠施設維持補修等

下水道管渠関係業務委託

マンホールポンプ保守点検業務委託等

管渠軌道下占用料

管渠維持調査用ＴＶカメラ借上料

携帯用有害ガス検知器借上料

コピー機借上料
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

２．

手 当 等 2,750 地域手当 528

180

729

614

358

336

5

３．

賞 与 引 当 金 655 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 1,493 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 125 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

備 消 品 費 48

７．

光 熱 水 費 4,974 電気料金

水道料金

　　　　説　　 　　　　明　　　　

扶養手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

住居手当

特殊勤務手当

消耗品一般
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

８．

燃 料 費 302 燃料費

９．

修 繕 料 2,800 天美ポンプ場修繕料

１０．

通 信 運 搬 費 254 電話料金等

１１．

委 託 料 44,497

３． １．

普 及 指 導 費 19,878 給 料 3,333 給料

２．

手 当 等 2,454 地域手当 444

扶養手当 276

期末手当 515

勤勉手当 434

時間外勤務手当 108

通勤手当 336

住居手当 336

特殊勤務手当 5

３．

賞 与 引 当 金 543 賞与引当金繰入額

繰 入 額

　　　　説　　 　　　　明　　　　

天美ポンプ場関係業務委託
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

４．

法 定 福 利 費 1,254 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 105 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

旅 費 5 普通旅費

７．

備 消 品 費 42 消耗品一般

８．

印 刷 製 本 費 1,687 供用開始告示等

９．

委 託 料 1,855 事業場排水規制支援等業務委託

１０．

補 償 費 200 補償費

１１．

補 助 交 付 金 8,400 水洗便所改造補助金

４． １．

業 務 費 13,865 給 料 3,699 給料

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

２．

手 当 等 2,606 地域手当 456

期末手当 635

勤勉手当 534

時間外勤務手当 952

通勤手当 24

特殊勤務手当 5

３．

賞 与 引 当 金 561 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 1,380 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 107 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

旅 費 6 普通旅費

７．

備 消 品 費 30 消耗品一般

８．

印 刷 製 本 費 60 受益者負担金納付書等

９．

通 信 運 搬 費 116

　　　　説　　 　　　　明　　　　

郵便料金
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１０．

手 数 料 195 手数料

１１．

委 託 料 4,263

１２．

賃 借 料 597 受益者負担金管理システム

１３．

報 償 費 245 受益者負担金前納報奨金

５． １．

総 係 費 22,564 給 料 8,196 給料

２．

手 当 等 7,626 地域手当 1,128

扶養手当 552

期末手当 1,500

勤勉手当 1,263

時間外勤務手当 1,720

通勤手当 60

管理職手当 540

特殊勤務手当 5

管理職員特別勤務手当 18

児童手当 840

　　　　説　　 　　　　明　　　　

受益者負担金管理システム保守業務委託

下水道使用料徴収事務委託
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

３．

賞 与 引 当 金 1,358 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 3,290 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 259 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

福 利 厚 生 費 98 職員福利厚生事業費

７．

旅 費 216 普通旅費

特別旅費

８．

備 消 品 費 96 消耗品一般

９．

印 刷 製 本 費 50 マンホールカード制作

１０．

賃 借 料 23 コピー機借上料

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１１．

負 担 金 775 日本下水道協会

大阪府下水道協会

各種研究会負担金

一般会計負担金

１２．

研 修 費 287 職員研修費

１３．

保 険 料 290 下水道賠償責任保険料

建物損害共済保険料

６． １．

流 域 下 水 道 576,892 流 域 下 水 道 576,892 大和川下流西部流域下水道維持管理負担金

維 持 管 理 維 持 管 理

負 担 金 負 担 金

７． １．

減 価 償 却 費 2,427,187 建 物 5,575 建物減価償却費

減 価 償 却 費

２．

構 築 物 1,967,994 構築物減価償却費

減 価 償 却 費

　　　　説　　 　　　　明　　　　

大阪府下水道事業促進協議会
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

３．

機 械 及 び 装 置 33,260 機械及び装置減価償却費

減 価 償 却 費

４．

施 設 利 用 権 420,358 施設利用権減価償却費

減 価 償 却 費

８． １．

資 産 減 耗 費 19,245 固定資産除却費 19,245 有形固定資産の除却費

２．

営 業 外 費 用 436,397

１． １．

支 払 利 息 364,997 企 業 債 利 息 361,647 企業債利息

及 び 企 業 債 ２．

取 扱 諸 費 長期借入金利息 2,875 長期借入金利息

３．

一時借入金利息 475 一時借入金利息

２． １．

消 費 税 及 び 71,400 消 費 税 及 び 71,400 消費税及び地方消費税

地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

３．

特 別 損 失 200

１． １．

過 年 度 損 益 200 過 年 度 損 益 200 下水道使用料、受益者負担金過年度減額分

修 正 損 修 正 損

４．

予 備 費 5,000

１． １．

予 備 費 5,000 予 備 費 5,000

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) 説 明 （千円）

１．

資 本 的 収 入 2,546,400

１．

企 業 債 1,934,800

１． １．

建 設 改 良 債 1,934,800 建 設 改 良 債 769,500 公共下水道事業債 498,000

流域下水道事業債 271,500

２．

資本費平準化債 1,165,300 資本費平準化債

２．

他会計出資金 339,102

１． １．

他会計出資金 339,102 他 会 計 出 資 金 339,102 一般会計出資金

３．

国 庫 補 助 金 213,300

１． １．

国 庫 補 助 金 213,300 国 庫 補 助 金 213,300 社会資本整備総合交付金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　入
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) 説 明 （千円）

４．

負 担 金 59,198

１． １．

工 事 負 担 金 54,300 工 事 負 担 金 54,300 工事負担金

２． １．

受益者負担金 4,898 受 益 者 負 担 金 4,898 受益者負担金
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１．

資 本 的 支 出 4,141,500

１．

建 設 改 良 費 1,088,601

１． １．

建 設 改 良 費 783,483 給 料 10,038 給料　　　　

２．

手 当 等 10,435 地域手当 1,236

扶養手当 144

期末手当 2,443

勤勉手当 2,052

時間外勤務手当 3,679

通勤手当 230

住居手当 636

特殊勤務手当 15

３．

法 定 福 利 費 4,322 共済組合負担金

４．

旅 費 63 普通旅費

５．

備 消 品 費 310

６．

印 刷 製 本 費 312 計画図等

支　　　　　出

　　　　説　　 　　　　明　　　　

消耗品一般

- 55 -



款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

７．

手 数 料 51 手数料

８．

委 託 料 156,351 積算システム保守業務委託

可燃ごみの収集・運搬業務委託

実施設計業務委託

測量委託、家屋調査委託

天美ポンプ場関係実施設計業務委託

ストックマネジメント実施設計業務委託等

９．

賃 借 料 1,501 コピー機借上料、積算システム借上料

ＷＥＢ建設物価使用料

１０．

工 事 請 負 費 340,800 管渠築造工事等

１１．

路 面 復 旧 費 46,000 道路舗装復旧工事

１２．

補 償 費 103,300 水道管・ガス管等補償

１３．

負 担 金 110,000 松原市境界に係る汚水管建設に対する藤井寺市への

建設負担金

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

２． １．

流 域 下 水 道 275,553 流 域 下 水 道 275,553 大和川下流西部流域下水道建設負担金

建 設 負 担 金 建 設 負 担 金

３． １．

そ の 他 29,565 大 阪 市 29,565 雨水排水に係る経費に対する大阪市への建設負担金

建 設 負 担 金 建 設 負 担 金

２．

企業債償還金 3,047,897

１． １．

企業債償還金 3,047,897 企 業 債 元 金 3,047,897 建設改良債元金償還金 1,912,276

償 還 金 資本費平準化債元金償還金 1,135,621

３．

基金繰入支出 2

１． １．

基金繰入支出 2 基 金 繰 入 支 出 2

４．

予 備 費 5,000

１． １．

予 備 費 5,000 予 備 費 5,000

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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